
北海道告示第11687号

北海道が令和６年度において補助金等を交付する事務又は事業、補助対象経費、補助率等を次のとおり定める。

令和６年12月18日

北海道知事 鈴木 直道

（保健福祉部所管分 その24）

補助金等を交付する事 補 助 対 象 者 補 助 対 象 経 費 補 助 率 等 交付申請書に添付すべ 実績報告書に添付すべ 交付申請書の提出部数、 補助金等の交

務又は事業の名称及び き関係書類 き関係書類 提出期限及び提出先 付に関する権 摘 要

その目的又は趣旨 限の委任

１ へき地医療対策事 提出部数 正副１部

業 提出期限 別に指示する

日

へき地における医 提 出 先 保健福祉部地

療の充実と確保を図 域医療推進局

るため、予算の範囲 地域医療課

内で補助する。

(1)へき地医療拠点病 知事が指定した ・無医地区等への巡回診療、へき地 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

院運営事業 へき地医療拠点病 診療所等及び特例措置許可病院への 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

院の開設者 医師派遣等の医療活動等に必要な次 寄附金その 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

に掲げる経費（職員基本給、職員諸 他の収入があ 保福第１の20号様式 保福第36号様式

手当、非常勤職員手当、報償費、諸 るときは、補 保福第１の32号様式（申 保福第37号様式

謝金、旅費（研究費に計上したもの 助金等の額の 請者が市町村である場 別に指示する様式

を除く。）、備品費（単価50万円未 算定に当た 合を除く。）

満の備品に限る。医療費及び情報通 り、当該寄附 保福第34号様式

信機器等経費に計上したものを除 金その他の収 保福第35号様式

く。）、消耗品費（情報通信機器等 入金の控除等 別に指示する様式

経費に計上したものを除く。）、材 を行う。

料費、印刷製本費、通信運搬費、光

熱水料、借料及び損料（情報通信機

器等経費に計上したものを除く。）、

社会保険料、雑役務費（情報通信機

器等経費に計上したものを除く。）、

燃料費、委託費、公課費）

・学会出席に必要な次に掲げる経費



（旅費（学会出席旅費））

・へき地診療所医師及び地域開業医

師を対象とする研修、症例検討会等

を実施する場合に必要な次に掲げる

経費（諸謝金、旅費、消耗品費、印

刷製本費）

・医療に必要な次に掲げる経費（備

品費（単価50万円未満の医療用に限

る。）、材料費（医薬品費、診療材

料費）、雑役務費（医療機器修繕料））

・情報通信機器等の導入及び維持運

営に必要な次に掲げる経費（報償費

（へき地医療拠点病院診療支援シス

テムに係る経費に限る。）、備品費

（単価50万円未満に限る。）、消耗

品費、通信運搬費、借料及び損料、

雑役務費（修繕料等）、委託費（上

記に掲げる経費に該当するもの。た

だし、へき地医療拠点病院診療支援

システムに係る経費に限る。））

(2)へき地診療所運営 市町村、日本赤 ・へき地診療所の運営に必要な次に ３分の２以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

事業 十字社、社会福祉 掲げる経費（職員基本給、職員諸手 保福第１の18号様式 保福第１の30号様式

法人恩賜財団済生 当、非常勤職員手当、報償費、旅費 寄附金その 保福第１の20号様式 保福第１の31号様式

会、北海道厚生農 （研究費に計上したものを除く。）、 他の収入があ 保福第１の32号様式（申 保福第11号様式から保

業協同組合連合会 備品費（単価50万円未満に限る。た るときは、補 請者が市町村である場 福第14号様式まで

、社会福祉法人北 だし、医療費及び情報通信機器等経 助金等の額の 合を除く。） 保福第21号様式

海道社会事業協会 費に計上したものを除く。）、消耗 算定に当た 保福第８号様式から保 別に指示する様式

、その他知事が適 品費（情報通信機器等経費に計上し り、当該寄附 福第12号様式まで

当と認める者 たものを除く。）、材料費、印刷製 金その他の収 別に指示する様式

本費、通信運搬費、光熱水料、借料 入金の控除等

及び損料（情報通信機器等経費に計 を行う。

上したものを除く。）、社会保険料、

雑役務費（情報通信機器等経費に計

上したものを除く。）、委託費）

・医学研究及び学会出席に必要な次

に掲げる経費（旅費（研究旅費、学

会出席旅費及び調査研究旅費）、備



品費（医学用図書雑誌、単価50万円

未満の研究用備品に限る。）、材料

費（医学研究用材料））

・医療に必要な次に掲げる経費（備

品費（単価50万円未満の医療用に限

る。）、材料費（医薬品費、診療材

料費）、雑役務費（医療機器修繕料）、

委託費（診療のための検査委託料））

・情報通信機器等の導入及び維持運

営に必要な次に掲げる経費（備品費

（単価50万円未満の庁用器具に限

る。）、消耗品費、通信運搬費、借

料及び損料、雑役務費（修繕料等））

(3)へき地患者輸送車 市町村、日本赤 へき地患者輸送車の運行に必要な ２分の１以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

運行事業 十字社、社会福祉 次に掲げる経費（職員基本給、職員 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

法人恩賜財団済生 諸手当、非常勤職員手当、報償費、 寄附金その 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

会、北海道厚生農 旅費、消耗品費、借料及び損料、社 他の収入があ 保福第１の20号様式 保福第393号様式

業協同組合連合会 会保険料、雑役務費（修繕料）、燃 るときは、補 保福第１の32号様式（申 保福第394号様式

、社会福祉法人北 料費、委託費） 助金等の額の 請者が市町村である場 別に指示する様式

海道社会事業協会 算定に当た 合を除く。）

及びへき地診療所 り、当該寄附 保福第392号様式

運営事業の要件に 金その他の収 保福第393号様式

該当するへき地診 入金の控除等 別に指示する様式

療所の開設者 を行う。

(4)へき地診療所医師 市町村、日本赤 へき地診療所医師派遣強化事業に ２分の１以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

派遣強化事業 十字社、社会福祉 必要な次に掲げる経費（職員基本給、 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

法人恩賜財団済生 職員諸手当、旅費、社会保険料） 寄附金その 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

会、北海道厚生農 他の収入があ 保福第１の20号様式 保福第484号様式

業協同組合連合会 るときは、補 保福第１の32号様式（申 保福第485号様式

、社会福祉法人北 助金等の額の 請者が市町村である場 別に指示する様式

海道社会事業協会 算定に当た 合を除く。）

、その他知事が適 り、当該寄附 保福第483号様式

当と認める者 金その他の収 保福第484号様式

入金の控除等 別に指示する様式

を行う。

２ 地域薬剤師確保推 一般社団法人北 提出部数 １部



進事業費 海道薬剤師会 提出期限 別に指示する

日

本道における地域 提 出 先 保健福祉部地

包括ケア体制の構築 域医療推進局

を促進し、もって道 医務薬務課

民の保健医療福祉の

向上に資するため、

未就業女性薬剤師等

の復職支援事業並び

に薬剤師バンクを活

用した就業あっせん

及び薬剤師派遣事業

に対し、予算の範囲

内で補助する。

(1) 未就業女性薬剤

師等復職支援事業

ア 未就業薬剤師復 未就業薬剤師の復職支援プログラ 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

職支援プログラム ムの検討に必要な報償費、需用費（印 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

の検討 刷製本費、消耗品費、会議費等）、 寄附金その 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

役務費（通信運搬費等）、使用料及 他の収入金が 保福第１の20号様式

び賃借料（会場借上費等）、旅費 あるときは、 保福第１の32号様式

補助金等の額 別に指示する様式

の算定に当た

り、当該寄附

金その他の収

入金の控除等

を行う。

イ 復職支援プログ 復職支援プログラム実施医療機関 10分の10以内 保福第1の２号様式 保福第1の２号様式

ラム実施医療機関 及び薬局に対する助成金 保福第1の16号様式 保福第1の30号様式

及び薬局に対する 寄附金その 保福第1の18号様式 保福第1の31号様式

実習経費の助成 他の収入金が 保福第1の20号様式

あるときは、 保福第1の32号様式

補助金等の額 別に指示する様式

の算定に当た



り、当該寄附

金その他の収

入金の控除等

を行う。

ウ 復職支援セミナー 未就業薬剤師が復職するに当たっ 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

の開催 て必要な知識・技術等を習得するた 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

めの研修会の開催に必要な報償費、 寄附金その 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

需用費（印刷製本費、消耗品費、会 他の収入金が 保福第１の20号様式

議費等）、役務費（通信運搬費等）、 あるときは、 保福第１の32号様式

使用料及び賃借料（会場借上費等）、補助金等の額 別に指示する様式

旅費 の算定に当た

り、当該寄附

金その他の収

入金の控除等

を行う。

エ 未就業薬剤師に 未就業薬剤師に対する就業促進及 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

対する就業促進及 び復職支援事業の普及啓発に必要な 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

び復職支援事業の 需用費（印刷製本費、消耗品費等） 寄附金その 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

普及啓発 役務費（通信運搬費等）、使用料（広 他の収入金が 保福第１の20号様式

告費）、委託料（上記経費に該当す あるときは、 保福第１の32号様式

るもの。） 補助金等の額 別に指示する様式

の算定に当た

り、当該寄附

金その他の収

入金の控除等

を行う。

(2) 薬剤師登録派遣

事業

ア 薬剤師の求人・ 薬剤師の求人・求職情報システム 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

求職情報システム の運営に必要な需用費（印刷製本費、 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

（北海道薬剤師バ 消耗品費、会議費等）、役務費（通 寄附金その 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

ンク）の運営 信運搬費等）、使用料（システム借 他の収入金が 保福第１の20号様式

上費等）、備品購入費、委託料（上 あるときは、 保福第１の32号様式



記経費に該当するもの。） 補助金等の額 別に指示する様式

の算定に当た

り、当該寄附

金その他の収

入金の控除等

を行う。

イ 薬剤師バンク登 薬剤師バンク登録の促進に必要な 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

録の促進（求人・ 需用費（印刷製本費、消耗品費等）、 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

求職情報登録の働 役務費（通信運搬費等） 寄附金その 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

きかけ） 他の収入金が 保福第１の20号様式

あるときは、 保福第１の32号様式

補助金等の額 別に指示する様式

の算定に当た

り、当該寄附

金その他の収

入金の控除等

を行う。

ウ 薬剤師登録派遣 薬剤師登録派遣コーディネーター 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

コーディネーター の設置に必要な人件費、旅費 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

の設置 寄附金その 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

他の収入金が 保福第１の20号様式

あるときは、 保福第１の32号様式

補助金等の額 別に指示する様式

の算定に当た

り、当該寄附

金その他の収

入金の控除等

を行う。

エ 特に薬剤師の確 薬剤師派遣元医療機関及び薬局に 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

保が困難な地域の 対する助成金 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

医療機関及び薬局 寄附金その 保福第１の18号様式 保福第1１の31号様式

に対する薬剤師派 他の収入金が 保福第１の20号様式

遣（薬剤師派遣元 あるときは、 保福第１の32号様式

医療機関及び薬局 補助金等の額 別に指示する様式



に対する派遣経費 の算定に当た

の助成） り、当該寄附

金その他の収

入金の控除等

を行う。

３ 介護ロボット導入 介護保険法に基 次の１～４の事業に必要な次に掲 ５分の４以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部

支援事業 づく介護サービス げる経費。なお、保険料、消費税及 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示する

事業者の指定を受 び地方消費税は含まないものとす 寄附金その 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 日

介護ロボット・IC けた北海道内に所 る。 他の収入金が 保福第１の20号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部福

Tの導入を促進する 在する事業所とす あるときは、 保福第１の32号様式 祉局高齢者保

ことにより、介護従 る。なお、介護ロ １ 介護ロボット導入事業 補助金等の額 別に指示する様式 健福祉課

事者の負担軽減や介 ボット・ICTの地 (1)介護ロボットの購入、リース契 の算定に当た

護業務の効率化を図 域での導入モデル 約に係る経費（介護ロボットの設置 り、当該寄付

るとともに、介護サ となることから、 工事費、整備費、通信費は含まず、 金その他の収

ービスの質の向上を 各地域の他事業所 当該年度中に係る経費に限る。） 入金の控除等

図ることを目的とし や道から要請があ ２ ICT導入事業 を行う。

て、予算の範囲内で れば、特段の支障 (1)タブレット端末・スマートフォ

補助する。 がない限り、見学 ン等ハードウェア、ソフトウェア（標

等を受け入れ、導 準仕様やLIFE対応のための改修経

入事例を他事業者 費、バックオフィス業務ソフトを含

へ紹介でき、道の む。ただし、開発の際の開発基盤の

ホームページ等で みは対象外。）、ネットワーク機器

公表することに同 の購入・設置、クラウドサービス、

意できる事業者で 保守・サポート費、導入設定、導入

あること。 研修、セキュリティ対策に係る経費、

ICT導入に関する他事業所からの照

会等に応じた場合の経費、介護ソフ

トの利用料やリース料（通信費は含

まず、当該年度中に係る経費に限る。

また、過年度に導入した機器・介護

ソフト等のランニングコストは対象

外。）

３ 介護テクノロジーのパッケージ

型導入事業

(介護テクノロジーのパッケージ型

による導入)



(1)介護ロボット導入事業及びICT導

入事業で定める対象経費に該当する

もので、複数のテクノロジーを組み

合わせて導入する場合に必要な経費

（介護ロボットのメンテナンスに係

る経費及び通信に係る経費は補助対

象外）

(見守り機器の導入に伴う通信環境

整備)

(1)Wi-Fi環境を整備するために必要

な経費（配線工事（Wi-Fi環境整備

のために必要な有線LANの設備工事

も含む。）、モデム・ルーター、ア

クセスポイント、システム管理サー

バー、ネットワーク構築）（通信費

は含まず、当該年度中に係る経費に

限る。）

(2)職員間の情報共有や職員の移動

負担を軽減するなど効果・効率的な

コミュニケーションを図るためのイ

ンカム購入費（デジタル簡易無線登

録型等のWi-Fi非対応型のインカム

を含む。）（通信費は含まず、当該

年度中に係る経費に限る。）

(3)介護ロボット機器を用いて得ら

れる情報を介護記録にシステム連動

させるために必要な経費（介護ロボ

ット機器を用いて得られる情報とシ

ステム連動可能な介護記録ソフトウ

ェア（既存の介護記録ソフトウェア

の改修経費も含む。）、バイタル測

定可能なウェアラブル端末、介護ロ

ボットを用いて得られる情報とソフ

トウェア間を接続するためのゲート

ウェイ装置等（通信費は含まず、当

該年度中に係る経費に限る。））

４ 導入支援と一体的に行う業務改



善事業

(第三者による業務改善支援)

(1)生産性向上ガイドラインに基づ

き、生産性向上に係る支援について

知識・経験を有する第三者(業務改

善を支援する事業者)が、介護事業

所において、①事前評価(課題抽出)、

②業務改善に係る助言・指導等、③

事後評価(導入後の定着支援も対象

とする)等の支援行う場合に必要な

経費

（介護現場における生産性向上の取

組に関する研修・相談等)

(2)介護テクノロジーを導入・活用

するにあたり必要となる職員のスキ

ルアップ研修等介護事業所からの生

産性向上の取組等に関する相談への

対応等を行う場合に必要な経費

４ 北海道地域自殺対 市町村、全道域 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部

策強化事業 で自殺対策を実施 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示する

する社会福祉法 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 日

相談、人材養成、 人、医療法人、公 保福第１の20号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部福

普及啓発、地域ネッ 益社団法人、一般 保福第１の32号様式 祉局障がい者

トワークの強化等の 社団法人、公益財 (申請者が市町村である 保健福祉課

基幹的な事業や、自 団法人、一般財団 場合を除く。)

殺未遂者支援や若年 法人、特定非営利 別に指示する様式

層向け自殺対策な 活動法人など法人

ど、特に必要性の高 格を有するもの及

い自殺対策に関し、 び知事が適当と認

地域の特性に応じた める者（以下「社

対策を実施すること 会福祉法人等」と

により、北海道にお いう。）

ける更なる自殺対策

の強化を図るため、

市町村及び民間団体

が実施する事業に必



要な経費に対し、予

算の範囲内で補助す

る。

(1)対面相談事業 事業実施に必要な報酬、賃金、給 ２分の１以内

(2)電話・SNS相談事 料、職員手当等、報償費、旅費、需

業 用費（会食に要する経費を除く。）、 寄附金その

(3)人材養成事業 役務費、使用料及び賃借料、工事費 他の収入金が

(4)普及啓発事業 （電話・SNS相談事業に必要な電話 あるときは、

(5)自死遺族支援機能 回線の工事に伴うものに限る。）、 補助金等の額

構築事業 備品購入費、委託料（上記の経費に の算定に当た

(6)計画策定実態調査 限る。）、負担金、市町村が当該事 り、当該寄附

事業 業を行う社会福祉法人等に対して補 金その他の収

(7)電話・SNS等を活 助する場合における当該補助に要す 入金の控除等

用した相談体制の拡 る経費 を行う。

充、相談を通じたつ

なぎ支援の実施事業

(8)若年層対策事業 事業実施に必要な報酬、賃金、給 ３分の２以内

(9)SNS地域連携包括 料、職員手当等、報償費、旅費、需

支援事業 用費（会食に要する経費を除く。）、 寄附金その

(10)深夜電話相談強 役務費、使用料及び賃借料、工事費 他の収入金が

化事業 （若年層対策事業及び災害時自殺対 あるときは、

(11)自殺未遂者支援 策継続支援事業に係る電話相談事 補助金等の額

事業 業、SNS地域連携包括支援事業及び の算定に当た

(12)ゲートキーパー 深夜電話相談強化事業に必要な電話 り、当該寄附

養成事業 回線の工事に伴うものに限る。）、 金その他の収

(13)災害時自殺対策 備品購入費、委託料（上記の経費に 入金の控除等

継続支援事業 限る。）、負担金、市町村が当該事 を行う。

業を行う社会福祉法人等に対して補

助する場合における当該補助に要す

る経費

(14)自殺未遂者支援 事業実施に必要な報酬、賃金、給 10分の10以内

・連携体制構築事業 料、職員手当等、報償費、旅費、需

(15)災害時自殺対策 用費（会食に要する経費を除く。）、 寄附金その

事業 役務費、使用料及び賃借料、工事費 他の収入金が



(15)ハイリスク地対 （ハイリスク地対策事業に係る工事 あるときは、

策事業 並びに災害時自殺対策事業及び地域 補助金等の額

(17)自殺未遂者に対 特性重点特化事業に係る電話相談事 の算定に当た

する地域における包 業に必要な電話回線の工事に伴うも り、当該寄附

括的支援モデル事業 のに限る。）、備品購入費、委託料 金その他の収

(18)こども・若者の （上記の経費に限る。）、負担金、 入金の控除等

自殺危機対応チーム 市町村が当該事業を行う社会福祉法 を行う。

事業 人等に対して補助する場合における

(19)地域特性重点特 当該補助に要する経費

化事業


